
 

香川県病院内保育所整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 香川県病院内保育所整備事業補助金（以下「補助金」という。）の交

付については、予算の範囲内で交付するものとし、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）、香川県補助金

等交付規則（平成 15 年香川県規則第 28 号。以下「規則」という。）、平成

２６年度医療介護提供体制改革推進交付金及び地域医療対策支援臨時特例交

付金交付要綱、平成２７年度医療介護提供体制改革推進交付金交付要綱、地域医療介

護総合確保基金管理運営要領に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 

 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、医療法第７条の規定に基づき許可を受けた病院及び診

療所、又は同法第８条の規定に基づき届出をした診療所の開設者 (以下「補

助事業者」という。)が実施する病院内保育所整備に要する経費を補助する

ことで、女性医師や看護職員が子育てしながら、働き続けることのできる環

境づくりの整備を図ることを目的とする。ただし、香川労働局が実施する「事

業所内保育施設設置・運営等支援助成金」等との重複補助は認めない。 

 

（交付額） 

第３条 この補助金の交付額は、次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象

経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定し、この選定額と総事業費から寄付金

その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に２分の１を乗じて得た額と

する。但し、交付額は 10,000 千円を上限額とする。 

 

１．基準額 ２．対象経費 

次に掲げる基準面積に別表に定める単価

を乗じた額とする。 

 基準面積 

 収容定員×５㎡ 

 
別表 １平方メートル当たり単価表（単位：円） 

構造別  

鉄筋コンクリート 140,900 

ブロック 123,400 

木造 140,900 
 

病院内保育所として必要な新築、増改築

及び改修に要する工事費又は工事請負費 

 

（交付の対象外費用） 

第４条 施設整備は、次に掲げる費用については、補助の対象外とする。 

(1) 土地の取得又は整地に要する費用 

(2) 門、柵、塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用 

(3) 設計その他工事に伴う事務に要する費用 



 

(4) 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することよりも

効率的であると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要す

る費用 

(5) その他の整備費として適当と認められない費用 

 

（補助対象施設の整備基準） 

第５条 補助対象施設は、次に掲げる要件を満たすものとする。 

(1) 乳幼児の保育を行う保育室のほか、調理室及び便所があること。保育室

の面積は、概ね乳幼児１人当たり1.65㎡以上であること。乳児の保育を行

う場所は、幼児の保育を行う場所と区画されており、かつ安全性が確保さ

れていること。 

(2) 保育室は、採光・換気及び安全が確保されていること。 

(3) 便所には、手洗設備が設けられているとともに、保育室及び調理室と区

画されており、かつ子どもが安全に使用できるものであること。便所の数

は、概ね幼児20人につき１以上であること。 

(4) 消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備が設けられていること。 

 

（交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

(1) 補助事業者は、補助事業の実施に要する経費を示した事業計画書を、知

事が別に定める日までに、県に提出しなければならない（第１号様式）。 

(2) 事業の内容の変更（ただし、軽微な変更を除く。）をする場合には、知

事の承認を受けなければならない。 

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければなら

ない。 

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行が困難となった

場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

(5) 事業により取得し、又は効用の増加した財産の価格が単価５０万円以上

のものについては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令第１４条第１項第２号の規定により知事が別に定める期間を経過する

まで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはならない。 

(6) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

(7) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運

営を図らなければならない。 

(8) 補助金と事業に係る証拠書類等の管理については、事業に係る収入及び

支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出についての証拠書類及

び次の事項の決定過程が分かる理事会等の議事録を整理し、かつ、当該帳

簿及び証拠書類等を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。 

①機器の選定 ②入札参加資格 ③公告事項 ④入札参加資格の審査 

⑤現場説明事項 ⑥予定価格 ⑦落札業者 



 

(9) 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、第５号様式に

より速やかに知事に報告しなければならない。 

また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

(10) 事業を実施する場合には、補助事業者の定める契約規則等に従い、契

約を締結するものとする。 

 

（交付の申請） 

第７条 この補助金の交付申請は、交付申請書（第２号様式）に関係書類を添

付して、知事に提出するものとする。 

 

（交付の決定） 

第８条 知事は、前条の申請書を受理した場合、その内容を審査し、適当と認

めたときは、必要な条件を付して、補助金の交付を決定し、補助事業者に通

知するものとする。 

 

（交付請求） 

第９条 補助事業者は、補助金の交付を請求しようとするときは、第３号様式

による補助金交付請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（概算払） 

第１０条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため特に必要があると認め

るときは、補助金を概算払により交付することができる。 

 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、事業の完了の日から起

算して１月を経過した日又は翌年度４月５日のいずれか早い日までに、第４

号様式による実績報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（額の確定等） 

第１２条 知事は、前条の事業実績報告書を受理した場合は、その内容を審査

し、必要に応じて調査を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。この場合において､

既にその額を超える補助金が交付されているときは、その返還を命ずるもの

とする。 

 

（交付決定の取消） 

第１３条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合に

おいて、既に補助金が交付されているときは、知事は、その全部又は一部の

返還を命ずることができる。 



 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交

付を受けたとき。 

(2) 事業を遂行する見込みがなくなったとき。 

(3) この要綱又は補助金の交付決定条件に違反したとき。 

 

附 則 

１この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

２この要綱は、平成２６年４月 1 日から施行する。 

３この要綱は、平成２６年１２月１９日から施行し、平成２６年４月１日か

ら適用する。 

４この要綱は、平成２７年１０月１９日から施行し、平成２７年４月１日か

ら適用する。 

 

 



 

 

第１号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

 

香 川 県 知 事 殿 

 

 

交付申請者 

代表者氏名            印 

住   所 

 

 

平成  年度香川県病院内保育所整備事業補助金について 

 

 

標記について、次により事業計画書を提出する。 

 

 

１ 事業名 

 

 

２ 事業内容 

 

 

 

 

３ 事業計画  別紙(1)「施設整備事業計画書」 

別紙(2)「施設整備事業費内訳書」 

 

 



 

第1号様式 別紙(1) 

施 設 整 備 事 業 計 画 書 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画年度

事業区分

設 置 主 体

（注）・「設置主体」欄については、「国立大学法人」「社会福祉法人」「公益法人」「医療法人」等の区分を記入すること。

事 業 の 種 別

敷 地 の 状 況

設 置 予 定 地

収容予定人数

総事業面積　　　　　㎡

２．整備理由等（具体的に記入すること）

３．医療機関の現況

常勤職員 定員　　　人 現員　　　人 定員　　　人 現員　　　人 定員　　　人 現員　　　人

非常勤職員 定員　　　人 現員　　　人 定員　　　人 現員　　　人 定員　　　人 現員　　　人

合　　計 人 人 人 人 人 人

注．非常勤職員については、常勤換算し、小数点第２位を四捨五入して記載すること。

その他の医療従事者等看　護　職　員医　　　師

整 備 計 画

　　　　　㎡

　　　　　㎡

調理室

観察室・静養室

所 在 地

構 造 の 種 類
及 び 延 面 積

        うち病院内保育所整備事業申請面積　　　　　　㎡

            うち補助対象外面積　　　　　　　　　　　  　　㎡

名

ア．医療機関と同一敷地内　　イ．ア以外の場合（医療機関から　　　　　　　m）　ウ．所要時間（　徒歩　　　　　　分）　

ア．自己所有地（                    　　 ㎡  ） 　イ．借　地（  　　　                       ㎡  ） 　計（   　　　                    ㎡   ）

玄関・廊下

　　　　　㎡

年　度

設 置 者 名医 療 機 関 名

着 工 ： 平 成 年 月 ～ 竣 工 ： 平 成 年 月

法 人 名

　　　　　㎡

　　　　　㎡

　　　　　㎡

　病院内保育所

1．整備事業計画等の概要

整備事業期間
全 体 事 業

補助対象部門に係る当該年度事業予定期間

ア．新築　　イ．増築　　ウ．改築　　エ．改修

着 工 ： 平 成 年 月 ～ 竣 工 ： 平 成 年 月

保育室

　　　　　㎡計

事務室

便　所

その他（　　　　　　　　　）

　　　　　㎡



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室名 面積 室名 面積 整理番号 備考 室名 面積

㎡ ㎡ ㎡

小 計

小 計

小 計

小 計

(注)

階

階

階

そ
の
他

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
階

補 助 対 象 計

補助対象外 計

病

院

内

保

育

所

４．建物の用途別面積

区
分

階
別

完 成 後整 備 計 画現 状

（3）　対象外の室については、備考欄に「対象外」と記入すること。

補 助 対 象 計

補 助 対 象 外 計

（1）　｢室名｣欄は、保育室、静養室、調理室、便所等使用目的の名称を記入すること。

（2）　整備計画の「整理番号」欄は、別添の平面図の各室に番号又は符号を付して関連がわかるように整理すること。



 

第1号様式 別紙(2) 

施 設 整 備 事 業 費 内 訳 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：円

面 積 単 価 金 額 面 積 単 価 金 額

新 築
㎡ ㎡ ㎡

増 築

改 築

改 修

電気設備工事

機 械 設 備

小 計

備 考年度年度
金 額

区

分

費 目

年 度 別 内 訳総 事 業 費

単 価面 積

事　業　区　分 病院内保育所

計（①）

付

帯

工

事

建

築

工

事

交

付

対

象

事

業

分

外 構 工 事

建 築 工 事

計（②）

設 計 監 理 費

交

付

対

象

外

事

業

分

総事業費（①＋②）

自 己 財 源

寄 付 金

地 方 債

市 町 村 補 助 金

県 補 助 金

借 入 金

財
　
源
　
内
　
訳

計

国 交 付 金



 

 

（記入上の注意）  

 

（１）当該事業に係る見積書等及び補助対象事業分の金額の算出方法が分かる書類を必ず

添付すること。 

（２）「補助対象外経費」とは補助対象事業分のうち、保育所整備事業補助金交付要綱に
定める（交付の対象外費用）に該当する経費を指す。 

（３）費目は、事業の種別により新築、改築、増築、改修等に区分すること。 

なお、事業の種別は次による。 

・新  築：新たに建物を建築する場合 

・改  築：従前の建物を取りこわして、これと位置・構造・規模がほぼ同程度のも

のを建築する場合 
・増  築：敷地内の既存の建物を建て増しする場合で、敷地内に別に建物を新築す

る場合を含む 

・改  修：建物の主要構造部分を取りこわさない模様替及び内部改修 

（４）複数年度にわたり継続して事業を行う場合、各年度の員数（面積）は同一とする。 

（５）全体の事業が 3 ヵ年以上にわたる計画の場合には、「年度別内訳」欄を適宜増や

して作成すること。なお、単年度事業の場合には「総事業」欄のみに記入すること。 

（６）既存の病院内保育所の改修は補助対象としない。 

 

 



 

 

第２号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

香 川 県 知 事 殿 

 

 

交付申請者 

代表者氏名          印 

住   所            

 

 

平成  年度香川県病院内保育所整備事業補助金交付申請書 

 

 

標記について、次により県費補助金を交付されるよう別紙関係書類を添えて申

請する。 

 

１ 申 請 額           金          円 

 

２ 経費所要額調     （ 別紙(1) ） 

 

３ 事 業 計 画 書           （ 別紙(2) ） 

 

４ 添 付 書 類       

(1) 補助対象区域の工事設計図 

(2) 工事仕訳書 

(3) 当該事業にかかる歳入歳出予算書の抄本 

(4) その他参考となる書類 

 

 

 



 

第 2 号様式 別紙(1) 共通 

経  費  所  要  額  調 

区    分 

（施設・設備整備の別） 

（Ａ） 

総 事 業 費      

（Ｂ） 

寄付金その 

他の収入額 

（Ｃ） 

差 引 額      

(A)－(B) 

（Ｄ） 

対象経費の 

支出予定額 

（Ｅ） 

基準額 

（Ｆ） 

選 定 額      

（Ｇ） 

県 費 補 助      

基 本 額 

（Ｈ） 

県 費 補 助      

所 要 額      

（Ｉ） 

県 費 補 助      

申 請 額      

【施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【設備】 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

（注）１．「選定額」欄は、（Ｄ）と（Ｅ）を比較して少ない方の額を記入すること。 

２．「県費補助基本額」欄は、（Ｃ）と（Ｆ）を比較して少ない方の額を記入すること。 



 

第 2 号様式 別紙(2) 施設 

事  業  計  画  書 
 区分 費 目 面 積 単 価 金 額 備 考 

開設者（設置者） 施  設  名 所  在  地 

補 

助 

対 

象 

外 

経 

費 

 ㎡ 円 円  

   

 

 １ 施設の規模及び構造等 

敷地の状況 敷地面積   ㎡ 

（自己所有地、借地、買入(予定)地の別） 

事業の種別 （新築、増築、改築の別） 

建物の構造 

及 び 面 積      

           建築面積     ㎡ 

（     造り）  階建 

           延べ面積     ㎡ 

 ２ 施 工 状 況 小 計    

工事の施工状況 （直営、請負の別） 合   計    

施 工 期 間        着工 平成 年 月 日 

竣工 平成 年 月 日 

 ４ 財 源 内 訳 

 ３ 整 備 費 内 訳 区   分 金     額 備     考 

区分 費 目 面 積 単 価 金 額 備 考 県補助金 
寄付金 
借入金 

自己財源 

  

補 

助 

対 

象 

事 

経 

費 

 ㎡ 円 円  

計   

 ５ そ の 他   参 考 事 項 

 

小 計    



 

第 2 号様式 別紙(2) 設備 

事  業  計  画  書 

設備整備の内容 

品   名 銘   柄 規   格 員   数 単   価 金   額 設置場所 備   考 

    円 円   

合   計        

<財源内訳> 

県補助金 

寄付金 

借入金 

自己財源 

      

 

合   計        



 

 

第３号様式 

 

請    求    書 
 

（アラビア数字で記載、頭書に￥の記号を付し、訂正しないでください。） 

 
金   額 

 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円  

 
ただし、平成２５年度香川県病院内保育所整備事業補助金  

内 訳 
 

 

 

 

上記の金額を請求します。 
年   月   日 

 

香川県知事              殿 

 

 

住  所 

 
債権者 

 

 

（フリガナ）  

氏  名 

印  

 

支払の 

方 法 

 

 
口 座 

振替払 

銀行       (支)店  

 

現金払 

 

 

隔地払 

 

 

小切手払 

 

貯

金

種

目 

当

座 

普

通 

口

座

番

号 

         

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

口座 

名義 

 

１  希望する支払の方法の□の箇所にレ印を付してください。 

２  口座振替払は、貯金口座のある金融機関の店舗名、口座番号及び口座名義を記

載してください。なお、預金種目欄にあっては、該当する預金種目の□箇所にレ

印を付してください。 

３  現金払は、指定金融機関の店舗名を記載してください。 

４  請求者と受領書が委任により異なる場合は、受領権限についての委任状を添付

してください。 

５  印影届は、現金払の場合に請求印と同じ印（代理受領者にあっては、代理受領

者の印）を押してください。 

６  請求金額の内訳書は、請求印をもって本書と割印の上、添付してください。 

 

 

 

 

 

印   影   届  

 

 

お
ね
が
い 

  

法人にあっては、

その名称及び代表

者の職氏名 



 

 

第４号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

香 川 県 知 事 殿 

 

 

 

補助事業者 

代表者氏名            印 

 

 

 

平成  年度香川県病院内保育所整備事業補助金にかかる事業実績報告書 

 

 

平成  年度香川県病院内保育所整備事業補助金にかかる事業の実績につい

て、次の書類を添付して報告する。 

 

１ 県 費 補 助 精 算 額           金        円 

 

２ 経費所要額精算書   （ 別紙(1) ） 

 

３ 事 業 実 績 報 告 書           （ 別紙(2) ） 

 

４ 添 付 書 類         

(1) 当該事業にかかる歳入歳出決算書（見込）の抄本 

(2) 補助事業完成後の建物の全景及び補助対象事業の概要を示す写真 

(3) 契約書の写し 

(4) 補助事業完成後の建物の構造概要及び平面図（各室の用途を示すこと。） 

(5) 工事仕様書、工事設計図及び工事仕訳書 

(6) 建築基準法第１８条第１６項の規定による検査済書の写し又は出来形書 

(7) その他参考となるべき資料 

 

 



 

 

第 4 号様式 別紙(1) 共通 

経  費  所  要  額  精  算  書 

 

区    分 
（施設・設備整備 

の別） 

（Ａ） 

総 事 業 費      

（Ｂ） 

寄付金その 

他の収入額 

（Ｃ） 

差 引 額      

 

(A)－(B) 

（Ｄ） 

対象経費の 

支出予定額 

（Ｅ） 

基準額 

（Ｆ） 

選 定 額      

（Ｇ） 

県 費 補 助      

基 本 額 

（Ｈ） 

県 費 補 助      

所 要 額      

（Ｉ） 

県 費 補 助      

申 請 額      

（Ｊ） 

差 引 過      

不 足 額      

(I)－(H) 

【施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【設備】 

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 



 

第 4 号様式 別紙(2) 施設 

事  業  実  績  報  告  書 

 区分 費 目 面 積 単 価 金 額 備 考 

開設者（設置者） 施  設  名 所  在  地 

補 

助 

対 

象 

外 

経 

費 

 ㎡ 円 円  

 

 

 

 

 

 

１ 施設の規模及び構造等 

敷地の状況 敷地面積   ㎡ 

（自己所有地、借地、買入(予定)地の別） 

事業の種別 （新築、増築、改築の別） 

建物の構造 

及 び 面 積      

           建築面積     ㎡ 

（     造り）  階建 

           延べ面積     ㎡ 

２ 施 工 状 況 小 計    

工事の施工状況 （直営、請負の別） 合   計    

施 工 期 間        着工 平成 年 月 日～ 竣工 平成 年 

月 日 

４ 財 源 内 訳 

３ 整 備 費 内 訳 区   分 金     額 備     考 

区分 費 目 面 積 単 価 金 額 備 考 県補助金 
寄付金 
借入金 

自己財源 

  

補 

助 

対 

象 

事 

経 

費 

 ㎡ 円 円  

計   

５ そ の 他   参 考 事 項 

 

小 計    



 

第 4 号様式 別紙(2) 設備 

事  業  実  績  報  告  書 

設備整備の内容 

品   名 銘   柄 規   格 員   数 単   価 金   額 設置場所 備   考 

    円 円   

合   計        

<財源内訳> 

県補助金 

市町補助金 

地方債 

寄付金 

借入金 

自己財源 

       

合   計        



 

 

第５号様式 

番     号 

年  月  日 

 

 

 

香 川 県 知 事 殿 

 

 

補助事業者 

代表者氏名            印 

 

 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

平成 年 月  日  第  号により交付決定があった平成  年度香

川県病院内保育所整備事業補助金について、交付決定通知により付された条

件に基づき、下記のとおり報告する。 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の

確定額又は事業実績報告額 

金          円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額（要県費補助金返還相当額） 

金          円 

 

注：参考となる書類（２の金額の積算の内訳等） 


